
補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和3年度

円 円 円 円 円 円
事業費 61,297,650

交付金額 47,500,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

61,297,650

47,500,000

事　　　業　　　評　　　価　　　書

こども医療費助成事業

宜野湾市長

宜野湾市地内

　本市のこども医療費助成事業は、こどもの疾病の早期発見及び早期治療を促
進することを目的に助成を行っている。令和元年度から特定防衛施設周辺整
備調整交付金を充当しており、今年度も調整交付金を活用することで、安定的
にこども医療費助成事業を実施し、こどもの健全な育成に寄与することを目的と
する。
 
（参考指標）
医療費助成延べ人数：29,019名（R2.6月～R3.1月）

【補助事業の成果及び評価】

今後も継続して事業を実施していきたい。

無し。

医療費助成事業　こども医療費助成費　一式

令和３年度

　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下の方
法により周知を図った。
・宜野湾市役所（児童家庭課）窓口での掲示
・宜野湾市ホームページへの掲載

　本事業を実施したことにより、こども医療費助成事業の安定的な実施を図ること
ができた。事業実施期間中（受診期間：令和３年６月1日～令和４年1月31日）の
助成人数は30,445人となっており、次世代を担うこども達が、発育・発達の目覚ま
しい時期に安心して医療が受けれる機会を確保し、こどもの健全な育成に寄与す
ることができた。

【地域住民への周知の実施状況】



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和３年度

円 円 円 円 円 円
事業費 16,170,000

交付金額 15,000,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　本市消防本部の資機材搬送車は、市内で発生する水難事故等に使用してい
るが、配備後18年が経過しており、近年では電装部等の主要部分に係る故障
等が発生し、緊急出動に支障を来たしている。このため、老朽化した資機材搬
送車の更新を行うことで、水難事故等が発生した場合、速やかに現場に出動し
水難救助活動が行われる環境を維持する。

（参考指標）
　・年間の訓練回数：３６回

【補助事業の成果及び評価】

　日常的に整備点検を実施し、今後とも整備計画に基づき老朽化した車両等を順
次更新することで、水難救助活動を行える環境を維持する。

無

資機材搬送車  1台

令和３年度

　本車両の整備が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下
に記載し、本事業に係る地域住民への周知を図った。
　①本車両
　②市ホームページ

　資機材搬送車の更新を行った結果、速やかに現場に出動し水難救助活動が行え
る環境を維持することができた。また、整備後１年間の故障等の不具合はなく、訓練
等に実績をあげている。
①不具合回数　　 0回
②訓練回数　　　44回

【地域住民への周知の実施状況】

事　　　業　　　評　　　価　　　書

資機材搬送車購入

宜野湾市長

宜野湾市真志喜地内

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

16,170,000

15,000,000



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和3年度

円 円 円 円 円 円
事業費 57,996,370

交付金額 51,650,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　本市の妊婦健康診査事業は、妊婦及び胎児の健康状態を把握し、妊娠時の
異常の早期発見・早期治療を目的に助成を行っている。特定防衛施設周辺整
備調整交付金を充当することで、安定的に妊婦健康診査事業を実施し、妊婦
が安心して妊娠・出産ができる体制を整え、母体及び胎児の健康確保を図る。

（参考指標）
妊婦健康診査受診延べ人数：8,542人（Ｒ2．６月～Ｒ2．１２月）

【補助事業の成果及び評価】

今後も継続して事業を実施していきたい。

なし

妊婦健康診査事業　一式

令和3年度

　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下の方法
により周知を図った。
①宜野湾市保健相談センター（健康増進課）窓口での掲示
②宜野湾市ホームページへの掲載

　本事業の実施により、妊婦健康診査を安定的に実施でき、妊婦が国の示す標準
的な回数の妊婦健康診査を受けることができた。事業実施期間中（Ｒ3.6月～Ｒ3.12
月）の受診人数は7,966人となっており、妊婦自身が健康管理を行い、出産に望む
ことができたと評価する。

【地域住民への周知の実施状況】

事　　　業　　　評　　　価　　　書

妊婦健康診査事業

宜野湾市長

宜野湾市地内

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

57,996,370

51,650,000



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和３年度

円 円 円 円 円 円
事業費 55,842,381

交付金額 48,000,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

55,842,381

48,000,000

事　　　業　　　評　　　価　　　書

環境衛生施設維持運営事業

宜野湾市長

宜野湾市地内

一般廃棄物処理業は住民の生活に必要不可欠な事業であることから、特定防
衛施設周辺整備調整交付金を充当することで、安定的なごみ収集を行い、地
域住民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

（参考指標）
　事業実施期間中のごみ収集日数：231日（R2.6月～R3.2月）

【補助事業の成果及び評価】

今後も継続して事業を実施することで、安定的なごみ収集を行い、地域住民の
生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る。

無

ごみ収集運搬業務

令和３年度

　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下の箇所に
記載し、本事業に係る地域住民への周知を図る。
１）市広報誌へ掲載（７月号）
２）市ホームページへ掲載

本事業を実施したことにより、安定的なごみ収集を行うことができ、地域住民の生活
環境の保全及び公衆衛生の向上が図られた。

事業実施期間中のごみ収集日数：232日（R3.6月～R4.2月）

【地域住民への周知の実施状況】



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和３年度

円 円 円 円 円 円
事業費 147,432,275

交付金額 130,412,000

補助事業の成果及び評
価並びに地域住民への
周知の実施状況

事業の改善措置及び今
後の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

【補助事業の成果及び評価】
　本事業を実施したことにより、市民の感染防止、発症予防に努めることが出来
た。事業実施期間中の接種人数は当初目標値としていた参考指標の15,768人
に対し、実際の延べ接種人数は13,533人となった。目標値を下回った要因とし
て、日本脳炎ワクチンの供給量減少による接種率減少がある。しかし、日本脳
炎の延べ接種人数を除いた場合、R2年度は11,902人、R3年度は12,230人とな
り前年度を上回り、市民の健康管理の向上を図ることが出来たと評価する。

【地域住民への周知の実施状況】
　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下の方
法により周知を図った。
・宜野湾市保健相談センター（健康増進課）窓口での掲示。
・宜野湾市ホームページへの掲載

今後も継続して事業を実施していきたい。

なし

予防接種事業　一式

令和３年度

事業費及び交付金額

計

147,432,275

130,412,000

事　　　業　　　評　　　価　　　書

予防接種事業

宜野湾市長

予防接種業務委託医療機関

　本市は、平成29年度から特定防衛施設周辺整備調整交付金を予防接種
事業に充当し、安定的に予防接種事業を行うことで、市民の感染防止、発
症予防に努め、市民の健康管理の向上を図る。
【参考指標】
過去3年度（H30～R2、対象期間7月～12月）の対象予防接種の延べ接種
人数：15,768人。



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和3年度

円 円 円 円 円 円
事業費 66,621,081

交付金額 56,000,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　本市公立保育所は、安心・安全な環境のもとで児童を保育し、児童の健全な
心身の発達を援助することを目的に事業実施している。
　本保育所の運営事業に調整交付金を充当し、今後も安定的な保育運営を行
うことで、安心安全な保育環境の維持を図る。

（参考指標）
保育活動日数（R2．12．1～R3．3．31）：95日

【補助事業の成果及び評価】

今後も継続しての事業を実施

無

保育士の給料及び手当　５５名

令和3年度

本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下の方法に
より周知を図った。
・市ホームページへの記載
・宜野湾市子育て支援課窓口での掲示

本事業を実施したことにより保育士それぞれが、子どもの健やかな成長のため事業
を行うことができ、安定的な保育環境を維持することができた。また、保育活動日数
及び保育利用人数は下記のとおりとなっており、安定的な保育運営を行えたと評価
する。
①事業実施期間中の保育活動日数：86日
②事業実施期間中の保育所利用人数：191人
※新型コロナ感染症予防対策による臨時休園の為、保育活動日数は当初の予定
日数より減となっている。

【地域住民への周知の実施状況】

事　　　業　　　評　　　価　　　書

宜野湾市立うなばら保育所ほか１件運営事業

宜野湾市長

宜野湾市大山・宜野湾地内

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

66,621,081

56,000,000



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

令和３年度

円 円 円 円 円 円
事業費 58,945,584

交付金額 53,000,000

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

　本市消防本部は、災害等による傷病者の搬送を適切に行う救急業務を実施
しており、高度な救急救命処置を行える救急救命士を配置している。
　今後も人口増や高齢化により救急需要が高まることが予想されることから、特
定防衛施設周辺整備調整交付金を充当することで、救急事案等が発生した場
合の高度な救急救命処置を速やかに行える体制を維持することを目的とする。

【補助事業の成果及び評価】

無

救急救命士の給料及び手当　　３２名

令和３年度

　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下に記
載し、本事業に係る地域住民への周知を図る。
　① 市消防年報へ掲載（９月）
　② 市ホームページへ掲載

　本事業を実施したことにより救急救命士それぞれが、救急出動現場において高
度な救急救命処置を行える体制を維持することができた。また、事業実施期間中
の救急出動件数、救急救命士乗車件数及び人数は下記のとおりとなっており、安
定的な体制を維持することができたと評価する。
　① 事業実施期間中の救急出動件数 ： １，５５７件
　② ①に対する救急救命士乗車件数 ： １，５５７件
　③ ①に対する救急救命士乗車人数 ： ２，６６６人

【地域住民への周知の実施状況】

　今後も救急事案等が発生した場合の高度な救急救命処置を速やかに行える体
制を維持する。

事　　　業　　　評　　　価　　　書

宜野湾市救急救命士人件費助成事業

宜野湾市長

宜野湾市野嵩、我如古、真志喜地内

   補助事業の成果及び評価
　 並びに地域住民への周知
　 の実施状況

事業費及び交付金額

計

58,945,584

53,000,000



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

実 施 場 所

補助事業の成果の目標

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

円 円 円 円 円 円 円

基
金
造
成
額

補助事業の成果及び評価
並びに地域住民への周知
の実施状況

事業の改善措置及び今後
の対応

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

令和２年度

120,000,000

0

0

120,000,000

令和元年度

120,000,000

0

0

120,000,000

【補助事業の成果及び評価】
　本事業を実施したことにより幼稚園教諭それぞれが、幼児の健やかな成長のため事業を行う
ことができ、安定的な保育環境を維持することができた。また、保育活動日数及び幼稚園利用
人数は下記のとおりとなっており、安定的な保育運営を行えたと評価する。
　①事業実施期間中の保育活動日数　：　１９４ 日
　②事業実施期間中の幼稚園利用人数：　４９６ 人

【地域住民への周知の実施状況】
　本事業が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を下記のとおり実施し地域住
民へ周知した。
　①毎月の行事案内園だより・クラス便り等子どもの様子を伝えるなど定期的な
　　手紙の配布）
　②中学校区（幼稚園、小学校、中学校）での周知
　（幼保中連携実践報告会にて周知する予定だったが、コロナの影響から
　　同報告会が中止になったことにより未周知。）
　③園内掲示板での周知及び市ホームページ掲載による周知

　今後も継続しての事業を実施。

無

基金残額 20,248,000 1,000,000 1,000,000 1,000,0001,000,000 1,000,000

589,248,000

計 20,248,000 100,000,000 110,000,000 120,000,000

基金処分額 0 119,248,000 110,000,000 120,000,000120,000,000 120,000,000

市町村費等 0 0 0 0

運用益 0 0 0 0

平成２８年度～

事業費及び交付金額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和３年度 計

交付金額
20,248,000 100,000,000 110,000,000 120,000,000 590,248,000

幼稚園教諭の給料及び手当　２９名

事　　　業　　　評　　　価　　　書

宜野湾市立幼稚園運営事業

宜野湾市長

宜野湾市普天間・新城・大山・大謝名・真栄原・志真志・宜野湾・長田地内

　本市幼稚園は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものとして、幼児を保育し、健や
かな成長のため適切な環境を与え、心身の発達を助長するため保育活動を実施している。
　預かり保育・２年保育事業は一部の園で行っていたが、各園の保護者より要望があったこと
から、平成２５年度より全ての園で預かり・２年保育事業を行うなど改善を行ってきた。ま
た、平成２６年度は、新設校が開校したことにより、市内幼稚園の定員数も増え待機児童の改
善を行ってきた。平成２７年度からは預かり保育の定員も撤廃し、４歳児の短期預かりも実施
している。令和３年度からは、４歳児の長期預かり保育の受け入れ、預かり保育の時間の延
長、預かり保育時期を早めるなど、預かり保育の拡充を図り、今後も安定的な保育運営を行う
ことで保育環境の維持を図る。

（参考指標）
　①保育活動日数（４月～３月）　：　１９６ 日
　②幼稚園利用人数（４月～３月）：　４６８ 人



補 助 事 業 名

補 助 事 業 者 名

補 助 事 業 の 内 容

補助事業の始期及び終期

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和3年度 計

円 円 円 円 円

70,000,000 30,000,000 50,000,000 0 193,000,000

計 70,000,000 30,000,000 50,000,000 0 193,000,000

0 0 0 193,000,000 193,000,000

70,000,000 100,000,000 150,000,000 0 0

市町村費等 

事        業       評        価        書

はしご付消防自動車購入

宜野湾市長

実 施 場 所 宜野湾市字野嵩地内

補助事業の成果の目標

　本市消防本部のはしご付消防自動車は、令和２年度で経過20年となり、
メーカーが設定した耐用年数（17年）を超えることとなる。近年では、はしご
等の主要部分に故障や修繕を要する事案が増えており、緊急出動時に支
障をきたす恐れもある。老朽化したはしご付消防自動車の更新を行うこと
で、災害時の安全管理が図られるとともに、迅速かつ効率的な消防活動が
展開される環境を維持する。

（参考指標）
　・年間の訓練回数：３６回

0

はしご付消防自動車　１台

平成２９年度～令和３年度

事業費及び交付金額

令和2年度

基金
造成額

交付金
額

円

43,000,000

0 0

0 0 0 0 0

0

43,000,000

基金処分額 0

基金残額 193,000,000

運用益 0 0 0

補助事業の成果及び
評価並びに地域住民
への周知の実施状況

【補助事業の成果及び評価】
　はしご付消防自動車の更新を行った結果、迅速かつ効率的な消防活動が行え
る環境を維持することができた。また、整備後１年間の故障等の不具合はなく、訓
練等に実績をあげている。
①不具合回数　　０回
②訓練回数　　108回

【地域住民への周知の実施状況】
　本車両の整備が特定防衛施設周辺整備調整交付金による事業である旨を以下
に記載し、本事業に係る地域住民への周知を図った。
①本車両
②市ホームページ

事業の改善措置及び今後
の対応

　日常的に整備点検を実施し、今後とも整備計画に基づき老朽化した車両等を順
次更新することで、消防活動を行える環境を維持する。

事業の評価に際しての第
三者機関の活用の有無

無


